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（2） 　業　務　量
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2 経理の状況

（1） 　事業収入に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

19,141,330△ 33,186

△ 182

0.5

令和7年度

53,190

16,852,913

9,947,3771,853,909,456

1,894,881,686 1,901,787,222

94.4

3,765,644,055

1,863,856,833

営 業 外 収 益

3,662,234,717

3,774,901,534

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

第2項

第1款

78,740

令和7年度下期業務状況説明書
概 況

水 洗 化 率

水 洗 化 人 口

第1項

176,381

下期比較増△減

区　　　分

有 収 率

94.5

21,150,641

53,372

△ 100,202

下期比較増△減

52,442

90.589.8

下期決算額
令和7年度決算額

令和8年度予算

79,195

事 項

処 理 水 量

接 続 ( 調 定 ) 件 数

令和7年度決算

94.3

10,875,977

174,851

94.4

177,806

78,154

10,775,775

176,381

一日平均有収水量

79,195

19,321,369

52,935

有 収 水 量 9,680,493

有収水量は9,680,493㎥、有収率は89.8％となりました。収支（税抜）は、収益が3,765,644千円、費用が3,767,388

千円で、差引1,744千円の純損失を計上しました。

建設改良事業は、中央処理分区北堀分区（川津幹線）管渠更生工事、向島ポンプ場・黒田ポンプ場の改築工事、

島根町多古・大芦の漁業集落排水施設の機能保全工事、魚町等の地域で雨水渠整備工事などを実施しました。
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令和7年度
下期決算
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1041
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9,713,679

令和6年度
下期決算
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令和6年度

下期決算額

3,748,791,1427,437,136,251

90.8
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（2） 　事業費に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

（3） 　企業債及び一時借入金の概況

イ ロ

円 円

円 円

円 円

円

85,367,311

令和6年度

下期決算額

100,870,571

△ 15,503,260

3,682,020,904

3,420,682,579

261,338,325

下期決算額

3,521,553,150

3,767,388,215

下期比較増△減

当 年 度 残 高

29,127,237,413

当 期 借 入 高

当 期 償 還 高

28,607,184,955

1,404,400,000

1,924,452,458

第1款 下 水 道 事 業 費 用 7,223,571,319

492,630,251

第1項

第2項

6,730,941,068

前 期 末 残 高

借入残高最高額

営 業 外 費 用

一 時 借 入 金

245,835,065

0

当 年 度 残 高 0

令和7年度

企 業 債

前 期 末 残 高

368,557,000

営 業 費 用

区　　　分 令和7年度決算額

－2－



（4）　収益的収入及び支出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

11,000,000 第3項 予 備 費 11,000,000 0 0 0 0

0 553,687,437 第2項 営 業 外 費 用 511,550,000 38,371,000 0 3,766,437

 第1項 営 業 費 用 7,200,031,000 △ 40,662,000 0 △ 3,766,437 0 7,155,602,563

第1款 下 水 道 事 業 費 用 7,722,581,000 △ 2,291,000 0 0 0 7,720,290,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予  備  費
支  出  額

流       用
増  減  額

地方公営企業法
第24条第3項の規
定による支出額

小 計

支 出

区 分

予 算 額

 第2項 3,868,545,000 △ 57,629,000 0 3,810,916,000

 第1項 3,983,897,000 16,867,000 0 4,000,764,000

第1款 下 水 道 事 業 収 益 7,852,442,000 △ 40,762,000 0 7,811,680,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第24条第3
項の規定による支出額に係
る財源充当額

合 計

収 入

区 分

予 算 額
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（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

0 11,000,000 0 0 11,000,000

514,552,0000 553,687,437 306,886,961 553,687,437

7,155,602,563 3,648,051,364 6,961,069,320 7,618,710,0000

0 7,720,290,000 3,954,938,325 7,514,756,757 8,144,262,000

決 算 額 予 算 額

地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額

合 計

令 和 7 年 度 令 和 7 年 度 令 和 8 年 度

下 期 決 算 額

4,026,621,000

1,901,787,222 3,774,901,534 3,859,451,000

3,939,295,697 7,781,666,261 7,886,072,000

2,037,508,475 4,006,764,727

令 和 8 年 度

下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額

令 和 7 年 度 令 和 7 年 度
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（5）　資本的収入及び支出

　  棚卸資産購入限度額の執行額は、22,165,000円である。

1,100,000 0 0 第3項 予 備 費 1,100,000 0 0 0

0 0 第2項 企 業 債 償 還 金 3,840,130,000 9,469,000 0 0 3,849,599,000

2,165,064,000 790,888,000 58,500,000 第1項 建 設 改 良 費 2,720,025,000 △ 554,961,000 0 0

第1款 下水道事業資本的支出 6,561,255,000 △ 545,492,000 0 0 6,015,763,000 790,888,000 58,500,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予　備　費
支　出　額

流     用
増 減 額 小 計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額

継続費逓
次繰越額

支 出

区 分

予 算 額

0 第5項 工 事 負 担 金 57,739,000 31,291,000 89,030,000 7,634,360

0 0

0

 第4項 受益者負担金及び分担金 3,062,000 △ 691,000 2,371,000

 第3項 他 会 計 補 助 金 1,456,567,000 14,988,000 1,471,555,000 0

 第2項 国 県 補 助 金 517,993,000 △ 136,177,000 381,816,000 281,826,805 6,762,000

 第1項 企 業 債 2,261,500,000 △ 362,600,000 1,898,900,000 476,945,000 49,800,000

第1款 下水道事業資本的収入 4,296,861,000 △ 453,189,000 3,843,672,000 766,406,165 56,562,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

収 入

区 分

予 算 額
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（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

1,100,0001,100,000 0 0

3,849,599,000 1,924,452,458 3,849,594,057 3,526,691,000

2,673,887,0003,014,452,000 1,388,243,817 1,726,988,501

6,865,151,000 3,312,696,275 5,576,582,558 6,201,678,000

予 算 額

令 和 8 年 度令 和 7 年 度 令 和 7 年 度

合 計
下 期 決 算 額 決 算 額

96,664,360 0 8,283,590 90,733,000

2,371,000 422,100 2,794,455 4,101,000

1,471,555,000 751,788,748 1,472,509,248 1,210,231,000

670,404,805 411,379,217 411,379,217 546,105,000

1,404,400,000 1,626,900,000 2,088,500,000

3,521,866,510 3,939,670,000

2,425,645,000

予 算 額

4,666,640,165 2,567,990,065

令 和 8 年 度

合 計
下 期 決 算 額

令 和 7 年 度 令 和 7 年 度

決 算 額
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

1

2

　(1)

　(2)

　(3)

　(4)

　(5)

　(6)

　(7)

　(8)

3

　(1)

　(2)

　(3)

　(4)

　(5)

4

　(1)

　(2)

532,224,707

当 期 純 損 失 1,744,160

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 215,309,092

318,659,775その他未処分利益剰余金変動額

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出 13,466,722 245,835,065 1,655,952,157

1,744,160経 常 損 失

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

支払利息及び企業債取扱諸費 232,368,343

営 業 外 費 用

営 業 外 雑 収 益 3,164,002 1,901,787,222

長 期 前 受 金 戻 入 1,129,185,050

引 当 金 戻 入 益 2,147,224

営 業 外 収 益

752,392,896他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金 14,898,050

営 業 損 失 1,657,696,317

減 価 償 却 費 2,064,243,251

総 係 費 63,469,118

63,756,375 3,521,553,150資 産 減 耗 費

業 務 費 132,288,666

流 域 下 水 道 費 583,928,455

処 理 場 費 278,206,326

ポ ン プ 場 費 131,012,651

管 渠 費 204,648,308

営 業 費 用

　(3) そ の 他 の 営 業 収 益 123,220

令和7年度松江市下水道事業損益計算書

1,863,856,833

　(2) 他 会 計 負 担 金 127,187,680

営 業 収 益

　(1) 下 水 道 使 用 料 1,736,545,933

（令和7年10月1日から令和8年3月31日まで）

○その他未処分利益剰余金変動額318,659,775円は、資本的収入額が資本的支出額に不足する額の補填に減債積
立金を使用した際に発生したものである。
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 固　定　資　産

  (1)

  (2)

2 流　動　資　産

　(1)

　(2)

　(3)

　(4)

貯 蔵 品 24,210,000

672,386,075

未 収 金 688,648,376

貸 倒 引 当 金

△ 15,347,437 11,012,467減 価 償 却 累 計 額

96,956,004

資 産 合 計

△ 16,262,301

98,771,457,381

無 形 固 定 資 産 合 計 4,728,487,537

100,745,382,734

流 動 資 産 合 計 1,973,925,353

前 払 金

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ハ 施 設 利 用 権

ニ

無 形 固 定 資 産

4,597,901,124

   ロ

有 形 固 定 資 産 合 計

8

   イ 5

地 上 権

94,042,969,844

チ 建 設 仮 勘 定 2,014,965,333

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,502,438,443 2,603,981,059

   ホ 機 械 及 び 装 置 7,106,419,502

減 価 償 却 累 計 額 △ 45,990,775,980 86,044,490,267

   ニ 構 築 物 132,035,266,247

   ハ 建 物 附 属 設 備 76,037,610

   ロ 建 物 2,056,309,031

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,618,887 51,418,723

減 価 償 却 累 計 額 △ 696,925,184

1,955,917,795

1,359,383,847

ヘ 車 両 及 び 運 搬 具 18,547,778

有 形 固 定 資 産

   イ 土 地

令和7年度松江市下水道事業貸借対照表
（令和8年3月31日）

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,747,425 1,800,353

ト 工 具 器 具 及 び 備 品 26,359,904

130,586,400

現 金 預 金 1,173,783,274

固 定 資 産 合 計
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負　債　の　部

3 固　定　負　債

  (1)

  (2)

4 流　動　負　債

  (1)

  (2)

  (3)

  (4)

  (5)

5 繰　延　収　益

引 当 金

   イ 賞 与 引 当 金

未 払 金 1,234,861,177

16,885,632

3,524,324,647

引 当 金 合 計

引 当 金

   イ 退 職 給 付 引 当 金

△ 27,720,634,294

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金 85,018,706,928

流 動 負 債 合 計 4,854,933,236

負 債 合 計 87,395,662,312

繰 延 収 益 合 計 57,298,072,634

収 益 化 累 計 額

159,796,134

159,796,134

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

3,524,324,647

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

25,242,656,442

引 当 金 合 計

25,082,860,308

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

25,082,860,308

前 受 金 63,440,000

16,885,632

預 り 金 15,421,780
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資　本　の　部

6 資　　本　　金

7 剰　　余　　金

  (1)

  (2)

     ○貸倒引当金の取崩し
令和7年度下水道使用料不納欠損1,645,218円に伴い、貸倒引当金1,507,214円を取崩し、同額を（款）下水道事業

収益（項）営業外収益（目）引当金戻入益に計上した。

     ○企業債の償還に係る他会計の負担

  貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
19,807,389,080円である。

負 債 資 本 合 計 100,745,382,734

532,224,707

13,349,720,422

剰 余 金 合 計 2,763,956,747

資 本 合 計

イ 当期未処分利益剰余金 532,224,707

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 2,231,732,040

ハ 負 担 金 1,149,301,026

   イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,078,195,721

ロ 受益者負担金及び分担金 4,235,293

資 本 剰 余 金

10,585,763,675

     ○受贈資産の評価額
　令和7年度下期に受贈した資産を71,817,848円と評価し、固定資産及び繰延収益にそれぞれ計上した。
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 676,304,761

△ 170,878,368

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 700,410

6,951,780

退職給付引当金の増減額(△は減少) 3,425,446

長期前受金戻入額 △ 1,129,185,050

支払利息 232,368,343

賞与引当金の増減額(△は減少) 13,323,764

令和7年度松江市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

当期純利益 △ 1,744,160

減価償却費 2,064,243,251

預り金の増減額(△は減少)

未収金の増減額(△は増加) △ 147,874,908

未払金の増減額(△は減少) 195,502,817

前払金の増減額(△は増加) 25,683,176

棚卸資産の増減額(△は増加) △ 13,810,000

国庫補助金等による収入 367,012,441

205,317,147

その他流動負債の増減額(△は減少)

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 460,000

小計 1,409,819,203

利息の支払額 △ 232,368,343

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,177,450,860

△ 295,076,080

一時借入金の返済による支出 △ 368,557,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,924,452,458

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,404,400,000

一時借入れによる収入 368,557,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

資金期末残高 1,173,783,274

財務活動によるキャッシュ・フロー 156,252,303

資金増加額（又は減少額） 1,038,627,083

資金期首残高 135,156,191

固定資産除却損 63,756,375

無形固定資産の取得による支出 △ 205,337,490

有形固定資産の取得による支出 △ 457,211,031

その他流動資産の増減額(△は増加)

（令和7年10月1日から令和8年3月31日まで）

前受金の増減額(△は減少) 63,440,000
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1　報告セグメントの概要

各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業のうち雨水処理に関するもの

2　報告セグメントごとの資産等

令和7年度（令和7年10月1日から令和8年3月31日まで）

（単位：円）

　無形固定資産の増加額

セグメント情報に関する注記

松江市下水道事業会計は、下水の排除又は処理を行っており、その下水道の区分は汚水
処理と雨水処理に分けられる。汚水処理は私費及び公費、雨水処理は全額公費で負担する
ことが前提となり、経費の負担区分が異なるため、「汚水処理事業」と「雨水処理事業」の2つを
報告セグメントとしている。

事業区分 事業の内容

汚水処理事業

公共下水道事業のうち汚水処理に関するもの、特定環境保

全公共下水道事業、農業集落排水処理施設事業、漁業集

落排水処理施設事業、地域し尿処理施設事業、小規模集

合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業、

個別排水処理施設事業、受贈排水処理施設事業

雨水処理事業

汚水処理事業 雨水処理事業 合　計

営業収益 1,736,669,153 127,187,680 1,863,856,833

営業費用 3,367,448,797 154,104,353 3,521,553,150

営業損益 △ 1,630,779,644 △ 26,916,673 △ 1,657,696,317

経常損益 △ 302,299 △ 1,441,861 △ 1,744,160

セグメント資産 93,561,608,350 7,183,774,384 100,745,382,734

セグメント負債 81,550,182,554 5,845,479,758 87,395,662,312

その他の項目

　有形固定資産及び
969,857,131 471,634,607 1,441,491,738

2,064,243,251111,389,9671,952,853,284　減価償却費
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1　資産の評価基準及び評価方法

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・マンホールポンプ　個別法

・その他の貯蔵品　移動平均法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産　定額法

・主な耐用年数

　建物 7～50年

　構築物 28～50年

　機械及び装置 8～20年

(2)無形固定資産　定額法

3　引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

額に相当する金額を計上している。

(2)賞与引当金

る。

(3)貸倒引当金

している。

4　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

(1)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(2)リース取引の処理方法

に準じた会計処理によっている。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給

額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上してい

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
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令和7年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引

千円

千円

千円

・オペレーティング・リース取引（中途解約可能なものを除く。）

千円

千円

千円

(3)貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。

0

計 0

令和7年度に企業債の償還に対して他会計が負担をした項目について、令和7年

1 年 超

1 年 内 0

1 年 内 0

1 年 超 0

計 0
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